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環境調和型産業集積支援事業補助金交付要綱 

 

(通則) 

第１条 環境調和型産業集積支援事業補助金（以下、「補助金」という。）の交付については、秋田県財

務規則（昭和 39年秋田県規則第４号。以下、「財務規則」という。）の規定によるほか、この要綱の定

めるところによる。 

 

(目的) 

第２条 この補助金は、秋田県産業廃棄物税条例第１８条の規定に基づき、産業廃棄物の発生抑制、減

量化、再生利用その他適正な処理の促進に関する事業のうち、製品製造のための設備投資や研究開発

及び製品の販売促進などの事業を支援することにより環境調和型企業を創出し、もって産業活動の活

性化を図ることを目的とする。 

 

(補助金の種類等) 

第３条 補助金の種類は次の各号のとおりとし、補助対象事業、補助対象事業者、補助対象経費、補助

率及び限度額は別表に定める。 

一 環境産業施設整備費補助金 

二 環境産業研究開発費補助金 

三 環境イベント参加費補助金 

四 リサイクル製品販促調査費等補助金 

五 環境産業普及啓発費補助金 

２ 補助金の額は、千円単位で算定し、千円に満たない場合は切り捨てる。 

 

(認定申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ事業認定申請書（様式第１号）を知事に提出

し、事業の認定を受けなければならない。 

２ 前項の事業認定申請書には、事業計画書（様式第２号の１～５）及び収支予算書（様式第３号）の

ほか知事が必要と認める書類を添付するものとする。 

 

(審査会) 

第５条 前条第１項の認定が適当と認められる事業の選定を行うための審査機関として事業認定審査

会（以下、「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会は前条第２項に掲げる事業計画書及び収支予算書等により内容を審査し、認定が適当と認め

られる事業を選定する。 

３ 審査会の組織及び運営については別に定める。 

 

(認定通知) 

第６条 知事は審査会等の選定結果及び選定後必要に応じ実施する現地調査等を踏まえ、認定すべき事

業を決定した場合、事業認定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 知事は必要に応じ、前項の事業認定通知書に条件を付すことができる。 

 

(認定事業の変更等) 

第７条 認定を受けた事業者は、事業の内容を変更し、又は事業を中止若しくは廃止するときは、あら

かじめ認定事業変更承認申請書（様式第５号）又は認定事業中止（廃止）承認申請書(様式第６号)を
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知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、当該変更が軽微な場合はこの限りでない。 

２ 知事は、前項の認定事業変更承認申請書又は認定事業中止（廃止）承認申請書の提出があったとき

は、その内容を審査し適正と認められる場合、それぞれ認定事業変更承認通知書（様式第５号の２）

又は認定事業中止（廃止）承認通知書（様式第６号の２）により通知をするものとする。 

３ 第１項及び第９条第２号の軽微な変更とは、収支予算書（様式第３号）の事業費の２０％以内の増

減及び機械等の同程度の機種変更等をいう。 

 

(補助金交付申請) 

第８条 第６条第１項の認定又は第７条第２項の変更承認を受け事業を行う者は、補助金交付申請書

（様式第７号）により補助金の交付を申請し、交付決定を受けなければならない。ただし、第４条第

１項の認定申請をしたものであって、やむを得ない事由により交付決定前に事業に着手する必要があ

る場合には、着手前に事前着手届出書（様式第７号の２）により知事に届け出ることにより着手でき

るものとする。 

２ 補助金交付申請書には、事業計画書及び収支予算書を添付するものとする。ただし、認定を受けた

内容と相違がないときは添付を省略することができる。 

３ 申請者は、前項の補助金交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と地方消費

税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税額との合計額に補助率を乗じて得た額を

いう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時におい

て当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでない場合にあっては、この限りで

ない。 

 

(交付決定の条件) 

第９条 補助金の交付を決定するに当たっては、財務規則第２４９条の規定により次に掲げる事項につ

いて、条件を付すものとする。 

一 補助金を目的外に使用しないこと。 

二 補助の対象となる事業の内容を変更し、又は事業を中止若しくは廃止しようとするときは、あら

かじめ補助事業計画変更承認申請書（様式第８号）又は補助事業中止（廃止）承認申請書(様式第９

号)を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、当該変更が軽微な場合はこの限り

でない。 

三 事業報告など補助事業に関し必要な報告を求められたときは、提出しなければならないこと。 

四 法令その他の関係規定を遵守するとともに、知事の指示及び命令事項を確実に履行すること。 

五 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める事項 

 

 (補助金交付決定等) 

第１０条 知事は、第８条の補助金交付申請書の提出があったとき若しくは前条第２号による補助事業

計画変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し適正と認められる場合、それぞれ補助

金交付決定通知書（様式第１０号）若しくは補助金変更決定通知書（様式第１１号）又は補助事業中

止（廃止）承認通知書（様式第１１号の２）により通知するものとする。 

 

(状況報告) 

第１１条 補助事業者は、補助事業等の遂行状況について、知事が報告を求めた場合は、補助事業等遂

行状況報告（様式第１２号）を提出しなければならない。 
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２ 補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は事業の遂行が困難となったときは、速やかに知事に

事業実施状況報告書（様式第１３号）を提出し、その指示を受けること。 

３ 知事は、前項の事業実施状況報告書の提出があったときは、指示書（様式第１３号の２）により指

示をするものとする。 

 

(実績報告書等) 

第１２条 補助事業者は、補助事業を完了したときは、補助事業実績報告書（様式第１４号）を知事に

提出しなければならない。 

２ 前項の報告書の提出期限は、事業終了の３０日以内又は当該年度３月３１日のいずれか早い日とす

る。 

３ 補助金の交付を申請した補助事業者は、第１項の実績報告書を提出するにあたり、補助金に係る消

費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額に相

当する額を減額して実績報告書を提出しなければならない。 

４ 第８条第３項ただし書の規定により補助金の交付を申請した補助事業者は、第１項の実績報告書を

提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕

入控除税額が確定したときには、その金額（前項の規定により減額をした場合にあっては、その金額

が減じた額を上回る部分の金額）を補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書（様式第１４号の２）

により速やかに知事に報告し、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

(補助金支払) 

第１３条 補助金の支払いは原則として精算払いとする。 

 

(財産処分の制限等) 

第１４条 補助事業者は、補助事業により取得若しくは効用の増加した財産で、取得価格及び効用の増

加価格が５０万円以上の財産を、知事の承認を受けないで補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、補助金が交付された会計年度終了後５年経

過後においては、本条の規定は適用しないものとし、以下第１５条及び第１６条についても同様とす

る。 

２ 前項の承認は、取得財産目的外処分承認申請書（様式第１５号）によるものとする。 

３ 知事は、第１項の承認をする場合は、補助事業者に、財産の処分による収入金又は当該財産の残余

価格のいずれか高い額に、当該財産を取得するために支出した経費の中で、当該財産に係る補助金の

額の占める比率を乗じて得た額の納付を、補助事業者に対して命ずることができる。 

 

(工業所有権) 

第１５条 補助事業者は、補助事業の実施により特許権、実用新案権又は意匠権（以下、「工業所有権」

という。）を出願若しくは取得した場合又はそれらを譲渡し若しくは実施案を設定した場合には、遅

滞なくその旨を知事に届け出なければならない。 

 

(収益納付) 

第１６条 第１４条の規定による財産処分又は前条の規定による工業所有権の移動により収益が生じ

たと知事が認めたとき、知事は交付した金額の全部又は一部に相当する金額を補助事業者に納付させ

ることができる。 
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(帳簿等の整備) 

第１７条 補助事業者は、補助事業の経理について他の経理と明確に区分して帳簿及び全ての証拠書類

を整理し、その収支の状況を明らかにしておくとともに、これらの帳簿及び書類を補助事業が完了し

た日の属する事業年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

(補助金交付後の事業の経過報告) 

第１８条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、毎会計年度終了後

３０日以内に当該補助事業に係る過去１年間の事業の運営状況若しくは企業化状況等について、事業

経過報告書（様式第１６号）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の規定によるもののほか、事業報告など当該補助事業に係る事業の運営状況若しくは企業化状

況等に関し、知事が報告を求めたときは、提出しなければならない。 

 

(成果の公開) 

第１９条 知事は、実績報告書及び事業経過報告書の提出があった補助事業について、その成果のうち

補助事業者が不利益となる情報を除き公開することができる。 

 

(その他) 

第２０条 本要綱に関しその他必要な事項は実施要領で定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

補助金名 補助対象事業 対象事業者 補助対象経費 
補助率 

(以内) 

補助金額の上限

額及び下限額 

①環境産業施設

整備費補助金 

産業廃棄物を再使用・再生利

用・熱エネルギー回収するた

めの施設整備事業 

県内で実施

する事業者 

事業に係る投下固定資産（法

人税法施行令（昭和４０年３

月３１日政令第９７号）第１

３条第１号から第３号および

第７号に掲げる減価償却資産

をいう。）を取得するための経

費。 

１／３ 1,500 万円以下 

75 万円以上 

②環境産業研究

開発費補助金 

産業廃棄物を再使用・再生利

用・熱エネルギー回収するた

めの研究開発や試験研究事

業 

県内事業者 研究者の人件費、原材料費、副

資材費、機械装置費、工具器具

費、外注加工費、委託費又は技

術指導受入費（人件費は補助

対象経費全体の 1/2 以内、機

械装置費は 1/4 以内）。 

１／２ 700 万円以下 

35 万円以上 

③環境イベント

参加費補助金 

循環型社会形成を目的とす

るイベントに自ら製造した

リサイクル品の営業目的で

の出展事業 

県内事業者 旅費、パネル作成費、出展費又

はその他知事が必要と認める

経費。 

１／２ 100 万円以下 

10 万円以上 

 

④リサイクル製

品販促調査費

等補助金 

現在製造している又はこれ

から製造しようとするリサ

イクル品の販路調査及び品

質試験、デザイン開発、宣伝

広告事業 

県内事業者 販路調査委託費、品質試験外

注費、デザイン開発委託費、紙

面広告、チラシ印刷又はその

他知事が必要と認める経費。 

１／２ 500 万円以下 

25 万円以上 

⑤環境産業普及

啓発費補助金 

再使用・再生利用・熱エネル

ギー回収を行っている施設

等を活用し、環境産業に関す

る普及啓発を行う事業 

県内事業者 安全に見学を行うための施

設・設備の整備若しくは改修

に要する経費、見学者への説

明を目的としたパネル作成

費、パンフレット作成費、ＤＶ

Ｄ作成費若しくは備品等購入

費又はその他知事が必要と認

める経費 

１／２ 200 万円以下 

10 万円以上 

 


